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第６章 介護保険サービス 

１ 日常生活圏域の考え方 

日常生活圏域の設定に関しては地理的条件、人口、交通事情、その他社会的条件、

介護給付サービス等を提供するための施設の整備状況を総合的に勘案して、保険者ご

とに定めることになっています。地域密着型サービスの提供は、日常生活圏域別に行

います。本町では日常生活圏域を１か所と設定しています。 
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２ 居宅・介護予防サービス 

（１）訪問介護・介護予防訪問介護 

訪問介護は、訪問介護員（ホームヘルパー）等が家庭を訪問し、入浴・排泄・食事

などの介護や身のまわりの世話をするサービスです。また、介護予防訪問介護は、要

支援１・２の方を対象に予防効果をより重視したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 訪問介護のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 22,807 回 21,381 回 

延べ人数（人） 1,645 人  1,519 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 700 人 785 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 訪問介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 29,817 回 32,496 回 36,332 回 

延べ人数（人） 1,458 人  1,598 人  1,795 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 793 人 874 人 959 人 
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 （２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

訪問入浴介護は、要介護認定者等の家庭を訪問し、浴槽搭載の入浴車等から家庭内

に浴槽を持ち込んで入浴介護を行うサービスです。また、介護予防訪問入浴介護は、

要支援１・２の方を対象に予防効果をより重視したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 訪問入浴介護のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 1,685 回 1,438 回 

延べ人数（人） 416 人  373 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 64 回 65 回 

延べ人数（人） 16 人 15 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 訪問入浴介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 1,410 回 1,530 回 1,702 回 

延べ人数（人） 378 人  405 人  446 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 53 回 58 回 64 回 

延べ人数（人） 11 人 12 人 13 人 
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（３）訪問看護・介護予防訪問看護 

訪問看護は、主治医の判断に基づき、看護師が家庭を訪問して療養上の世話や必要

な診療の補助を行うサービスです。また、介護予防訪問看護は、要支援１・２の方を

対象に予防効果をより重視したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 訪問看護のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 2,002 回 1,662 回 

延べ人数（人） 427 人  408 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 43 回 166 回 

延べ人数（人） 13 人 35 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 訪問看護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 1,595 回 1,715 回 1,896 回 

延べ人数（人） 378 人  415 人  467 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 109 回 120 回 131 回 

延べ人数（人） 17 人 18 人 20 人 
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（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

訪問リハビリテーションは、主治医の判断に基づき、理学療法士や作業療法士など

が家庭を訪問して日常生活の自立を助けるための機能訓練を行うサービスです。また、

介護予防訪問リハビリテーションは、要支援１・２の方を対象に予防効果をより重視

したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 訪問リハビリテーションのサービスの利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 523 回 554 回 

延べ人数（人） 147 人  147 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 12 回 64 回 

延べ人数（人） 3人 18 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 訪問リハビリテーションのサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 988 回 1,071 回 1,196 回 

延べ人数（人） 134 人  144 人  160 人  

介護予防サービス 
延べ回数（回） 267 回 294 回 323 回 

延べ人数（人） 33 人 37 人 40 人 
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（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

居宅療養管理指導は、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが家庭を訪問して

療養上の管理や指導を行うサービスです。また、介護予防居宅療養管理指導は、要支

援１・２の方を対象に予防効果をより重視したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 居宅療養管理指導のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 354 人  443 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 55 人 59 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 居宅療養管理指導のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 531 人  575 人  639 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 51 人 57 人 62 人 
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（６）通所介護・介護予防通所介護 

通所介護（デイサービス）は、デイサービスセンターで、入浴・排泄・食事などの

介護、その他の日常生活の世話や機能訓練を行うサービスです。また、介護予防通所

介護は、要支援１・２の方を対象に予防効果をより重視したサービスを提供するもの

です。 

■ 現状 

表 通所介護のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 19,324 回 20,096 回 

延べ人数（人） 2,204 人  2,394 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 708 人 759 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 通所介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 20,468 回 22,274 回 24,874 回 

延べ人数（人） 2,369 人  2,579 人  2,882 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 764 人 842 人 927 人 
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（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

通所リハビリテーションは、老人保健施設・病院などで、心身の機能の維持回復や

日常生活の自立を助けるための機能訓練を行うサービスです。また、介護予防通所リ

ハビリテーションは、要支援１・２の方を対象に予防効果をより重視したサービスを

提供するものです。 

■ 現状 

表 通所リハビリテーションのサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 4,260 回 4,511 回 

延べ人数（人） 481 人  506 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 59 人 49 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 通所リハビリテーションのサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 5,123 回 5,573 回 6,227 回 

延べ人数（人） 601 人  645 人  716 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 73 人 80 人 88 人 
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（８）短期入所生活介護（療養介護）・介護予防短期入所生活介護（療養介護） 

短期入所生活介護（療養介護）は、要介護認定者を一時的に特別養護老人ホーム等

に入所させ、日常生活上の世話や機能訓練を行い介護者の負担の軽減を図る短期入所

生活介護サービスと、介護老人保健施設等に短期間入所させ機能訓練等の医療や日常

生活上の世話を行う短期入所療養介護サービスがあります。また、介護予防短期入所

生活介護（療養介護）とは、要支援１・２の方を対象として予防効果をより重視した

サービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 短期入所のサービスの利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

短
期
入
所
生
活

介
護 介護サービス 

延べ日数（日） 9,258 日 10,218 日 

延べ人数（人） 847 人  921 人  

介護予防 
サービス 

延べ日数（日） 230 日 173 日 

延べ人数（人） 22 人 28 人 

短
期
入
所
療
養

介
護 介護サービス 

延べ日数（日） 660 日 892 日 

延べ人数（人） 72 人 82 人 

介護予防 
サービス 

延べ日数（日） 7日 0 日 

延べ人数（人） 1人 0 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 短期入所のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

短
期
入
所
生
活

介
護 介護サービス 

延べ日数（日） 11,139 日 12,056 日 13,401 日 

延べ人数（人） 963 人  1,051 人  1,178 人  

介護予防 
サービス 

延べ日数（日） 166 日 183 日 200 日 

延べ人数（人） 30 人 33 人 36 人 

短
期
入
所
療
養

介
護 介護サービス 

延べ日数（日） 787 日 854 日 859 日 

延べ人数（人） 54 人  58 人  59 人  

介護予防 
サービス 

延べ日数（日） 0日 0 日 0 日 

延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 
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（９）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設入居者生活介護は、有料老人ホームや軽費老人ホーム（ケアハウス）にお

いて特定施設サービス計画介護（施設ケアプランに相当）に沿って、入浴・排泄・食

事などの介護サービス、調理・洗濯・掃除などの家事援助サービス、生活や健康に関

する相談など、要介護認定者が日常生活を送るにあたって必要なサービスを提供しま

す。また、介護予防特定施設入居者生活介護は、要支援１・２の方を対象に予防効果

をより重視したサービスを提供するものです。 

■ 現状 

表 特定施設入居者生活介護のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 28 人  59 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 12 人 5 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 特定施設入居者生活介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 72 人  72 人  72 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 
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（10）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

福祉用具貸与は、要介護認定者等の日常生活上の自立を助ける用具や機能訓練のた

めの用具、福祉用具を貸与するサービスです。また、介護予防福祉用具貸与は、要支

援１・２の方を対象に予防効果をより重視した福祉用具を貸与するものです。 

貸与の対象となる品目は、厚生労働大臣が定めることになっており、車いす、介護

用ベッドなど12品目あります。 

■ 現状 

表 福祉用具貸与のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 2,353 人  2,544 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 273 人 411 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 福祉用具貸与のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 2,671 人  2,889 人  3,207 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 607 人 666 人 731 人 
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（11）特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売 

特定福祉用具販売は、要介護認定者等の日常生活上の自立を助ける用具のうち、貸

与になじまない排泄・入浴に関する用具（特定福祉用具＝腰掛便座、特殊尿器、入浴

用いすなど５品目）について、その購入費用に対して保険給付が認められています。

また、特定介護予防福祉用具販売は、要支援１・２の方を対象に予防効果をより重視

した福祉用具を販売するものです。 

■ 現状 

表 福祉用具販売の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 65 人 79 人 

介護予防サービス 延べ人数（人） 15 人 39 人 

 

■ 今後の見込み 

表 福祉用具販売のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 119 人  129 人  144 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 50 人 55 人 60 人 
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（12）住宅改修 

住宅改修は、居宅での手すりの取り付け、段差の解消など小規模な改修費用の一部

を支給するサービスです。また、要支援１・２の方には、予防効果をより重視した住

宅改修を提供するものです。 

■ 現状 

表 住宅改修のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 53 人 52 人 

介護予防サービス 延べ人数（人） 37 人 39 人 

 

■ 今後の見込み 

表 住宅改修のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 107 人  117 人  130 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 52 人 57 人 63 人 
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（13）居宅介護支援・介護予防支援 

居宅介護支援は、在宅サービス等を適切に利用できるように、介護支援専門員が心

身の状況や環境、本人や家族の希望を受けて、利用するサービスの種類・内容等の計

画の作成とともに、サービス提供確保のため事業者等との連絡調整などを行うサービ

スです。また、介護予防支援は介護予防サービスを提供するための予防計画の作成を

行うサービスです。 

■ 現状 

表 居宅介護支援のサービス利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 4,252 人 4,319 人 

介護予防サービス 延べ人数（人） 1,554 人 1,692 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 居宅介護支援のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 5,004 人  5,444 人  6,067 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 2,133 人 2,346 人 2,569 人 
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３ 施設サービス 

（１）介護老人福祉施設 

介護老人福祉施設は、施設サービス計画（施設ケアプラン）に基づき、入浴や排泄・

食事・相談など日常生活上の介護、機能訓練、療養上の世話を行う施設サービスです。 

 

■ 現状 

表 介護老人福祉施設の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 1,277 人 1,504 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 介護老人福祉施設のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 1,500 人  1,500 人  1,500 人  
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（２）介護老人保健施設 

介護老人保健施設は、病状が安定している高齢者が、在宅復帰をめざし看護・介護

サービスを中心とした医療ケア・リハビリテーション・生活支援を受ける施設サービ

スです。 

 

■ 現状 

表 介護老人保健施設の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 494 人 380 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 介護老人保健施設のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 396 人  396 人  396 人  

 

（３）介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設とは、長期療養を必要とする要介護認定者に対して、療養上の

管理、看護、医学的管理のもとでの介護、機能訓練などを提供する施設サービスです。 

この施設は、介護老人保健施設等の他施設への転換が求められています。 

 

■ 現状 

表 介護療養型医療施設の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 343 人 343 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 介護療養型医療施設のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 324 人  324 人  324 人  
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４ 地域密着型サービス 

（１）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症対応型通所介護は、認知症の状態にある要介護者等に対して、日常生活の世

話や機能訓練を行うサービスです。 

■ 現状 

表 認知症対応型通所介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 0回 18 回 

延べ人数（人） 0人 7 人 

介護予防サービス 
延べ回数（回） 0回 0 回 

延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 

■ 今後の見込み 

表 認知症対応型通所介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 
延べ回数（回） 2,405 回 2,608 回 2,901 回 

延べ人数（人） 1,203 人 1,304 人 1,451 人 

介護予防サービス 
延べ回数（回） 48 回 53 回 58 回 

延べ人数（人） 24 人 26 人 29 人 

 

（２）認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は、認知症の状態にある要介護認定

者が、共同生活を営みながら入浴・排泄・食事などの介護、その他の日常生活の世話

や機能訓練を受けるサービスです。 

■ 現状 

表 認知症対応型共同生活介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 347 人 347 人 

介護予防サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 
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■ 今後の見込み 

表 認知症対応型共同生活介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 442 人  456 人  470 人  

介護予防サービス 延べ人数（人） 12 人 12 人 12 人 

 

（３）小規模多機能型居宅介護 

認知症高齢者を主な対象とし、「通い」（デイサービス）を基本に、必要に応じて随

時、「訪問」（ホームヘルプサービス）や「泊まり」（ショートステイ）を組み合わせ

た多様な介護が受けられるサービスです。 

■ 現状 

表 小規模多機能型居宅介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 小規模多機能型居宅介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人  0 人  0 人  

 

 

（４）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、

訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を

行います。 

■ 今後の見込み 

表 定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 
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（５）夜間対応型訪問介護 

夜間の定期的な巡回訪問、又は通報を受けて、要介護者の居宅で要介護者にケアを

行うものです。 

■ 現状 

表 夜間対応型訪問介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 夜間対応型訪問介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 

 

 

（６）地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員が29名以下で入所者が要介護者、その配偶者などに限定されている有料老人ホ

ームに入所している要介護者に対してケアを行うものです。 

■ 現状 

表 地域密着型特定施設入居者生活介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 地域密着型特定施設入居者生活介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 
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（７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員が29名以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対してケアを行

うものです。 

■ 現状 

表 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用実績（年間） 

区 分 単 位 平成21年度 平成22年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 

資料：確定給付統計 

 

■ 今後の見込み 

表 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護のサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 290 人 348 人 348 人 

 

 

（８）複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービ

スを組み合わせて提供するサービスです。医療ニーズの高い要介護者への支援を充実

することが可能になります。 

■ 今後の見込み 

表 複合型サービスのサービス見込量（年間） 

区 分 単 位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

介護サービス 延べ人数（人） 0人 0 人 0 人 
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５ サービス必要量の推計 

① 介護給付費（居宅・地域密着型・施設サービス等）の見込み 

平成24～26年度の３年間における居宅・地域密着型・施設サービス等の給付費の見込額は、下

表のとおりです。 

 

  平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

（１）居宅サービス 484,465 千円 524,637 千円 581,819 千円 

訪問介護 87,430千円 94,794千円 105,462 千円 

訪問入浴介護 15,868千円 17,211千円 19,142千円 

訪問看護 13,124千円 14,226千円 15,830千円 

訪問リハビリテーション 2,766 千円 2,999 千円 3,349 千円 

居宅療養管理指導 2,443 千円 2,647 千円 2,945 千円 

通所介護 165,129 千円 179,005 千円 199,184 千円 

通所リハビリテーション 47,537千円 51,529千円 57,344千円 

短期入所生活介護 87,399千円 94,720千円 105,426 千円 

短期入所療養介護 8,140 千円 8,825 千円 8,871 千円 

特定施設入居者生活介護 13,347千円 13,920千円 14,469千円 

福祉用具貸与 37,830千円 41,019千円 45,633千円 

特定福祉用具販売 3,452 千円 3,742 千円 4,164 千円 

（２）地域密着型サービス 213,283 千円 232,661 千円 239,996 千円 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 千円 0 千円 0千円 

夜間対応型訪問介護 0 千円 0 千円 0千円 

認知症対応型通所介護 31,600千円 34,263千円 38,117千円 

小規模多機能型居宅介護 0 千円 0 千円 0千円 

認知症対応型共同生活介護 111,213 千円 114,854 千円 118,335 千円 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 千円 0 千円 0千円 

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護 
70,470千円 83,544千円 83,544千円 

複合型サービス 0 千円 0 千円 0千円 

（３）住宅改修 9,682 千円 10,500千円 11,678千円 

（４）居宅介護支援 74,788千円 81,115千円 90,216千円 

（５）介護保険施設サービス 623,860 千円 623,860 千円 623,860 千円 

介護老人福祉施設 403,628 千円 403,628 千円 403,628 千円 

介護老人保健施設 116,926 千円 116,926 千円 116,926 千円 

介護療養型医療施設 103,306 千円 103,306 千円 103,306 千円 

介護給付費 計 1,406,078 千円 1,472,773 千円 1,547,569 千円 
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② 予防給付費（介護予防・地域密着型介護予防サービス等）の見込み 

平成24～26年度の３年間における介護予防・地域密着型介護予防サービス等の給付費の見込額

は、下表のとおりです。 

 

  平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

（１）居宅サービス 48,438千円 53,311千円 58,433千円 

介護予防訪問介護 13,868千円 15,263千円 16,733千円 

介護予防訪問入浴介護 408 千円 449 千円 492 千円 

介護予防訪問看護 939 千円 1,033 千円 1,132 千円 

介護予防訪問リハビリテーション 849 千円 934 千円 1,024 千円 

介護予防居宅療養管理指導 251 千円 276 千円 303 千円 

介護予防通所介護 25,228千円 27,766千円 30,432千円 

介護予防通所リハビリテーション 2,486 千円 2,737 千円 2,999 千円 

介護予防短期入所生活介護 1,030 千円 1,134 千円 1,242 千円 

介護予防短期入所療養介護 0 千円 0 千円 0千円 

介護予防特定施設入居者生活介護 0 千円 0 千円 0千円 

介護予防福祉用具貸与 2,585 千円 2,845 千円 3,118 千円 

特定介護予防福祉用具販売 794 千円 874 千円 958 千円 

（２）地域密着型サービス 3,499 千円 3,573 千円 3,650 千円 

介護予防認知症対応型通所介護 734 千円 808 千円 885 千円 

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 千円 0 千円 0千円 

介護予防認知症対応型共同生活介護 2,765 千円 2,765 千円 2,765 千円 

（３）住宅改修 3,788 千円 4,170 千円 4,569 千円 

（４）介護予防支援 9,183 千円 10,108千円 11,077千円 

介護予防給付費 計 64,908千円 71,162千円 77,729千円 

 

③ 標準給付費の見込み                          単位：円 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 合計 

介護給付費計 1,406,078,000 1,472,773,000 1,547,569,000 4,426,420,000 

予防給付費計 64,908,000 71,162,000 77,729,000 213,799,000 

高額介護サービス等費 29,665,000 32,164,000 35,298,000 97,127,000 

高額医療合算介護サービス等費 6,026,000 6,533,000 7,170,000 19,729,000 

特定入所者介護サービス等費 98,642,000 102,904,000 101,971,000 303,517,000 

審査支払手数料 1,459,000 1,581,000 1,736,000 4,776,000 

標準給付費 1,606,778,000 1,687,117,000 1,771,473,000 5,065,368,000 
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６ 保険料の推計 

① 基本的な考え方 

１ 保険料段階を８段階とし、第３段階と第４段階をそれぞれ細分化することによ

り、負担軽減を図りました。 

２ 第５期介護保険事業計画期間中の保険料の基準月額は、各年度同一の額としま

した。 

３ 「保険料の基準月額」は、単純計算で5,000円超となりますが、介護給付費準備

基金の取崩し等を行い、4,400円としました。 

② 標準給付費及び地域支援事業費の推計 

■ 標準給付費（平成24年度～平成26年度）の合計額 

表 標準給付費の合計額      単位：円 

区  分 標準給付費 

平成24年度 見込額 1,606,778,000 

平成25年度 見込額 1,687,117,000 

平成26年度 見込額 1,771,473,000 

合  計 5,065,368,000 

 
 

標準給付費合計見込額（平成24年～平成26年度）・・・Ａ 

5,065,368,000 円 

■ 地域支援事業費（平成21年度～平成23年度）の合計額 

単位：円 

 
区  分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

 

地域支援事業費 33,752,000円 34,225,000円 34,966,000円 

 （（参考）） 
保険給付費見込額に対する割合（％） 

2.1% 2.0% 2.0% 

 

地域支援事業費合計見込額（平成24年～平成26年度）・・・Ｂ 

102,943,000 円 
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③ 第１号被保険者負担分相当額 

平成24年度～平成26年度の３年間に第1号被保険者が保険料として負担すべき額 

（Ａ＋Ｂ 5,168,311,000円）×21％ 

第１号被保険者負担分相当額（平成24年～平成26年度）・・・Ｃ 

1,085,345,000 円 

 

④ 第１被保険者負担分相当額の軽減要因の合計額 

財政調整交付金の交付率の影響額 75,980,000 円 

 
・交付率（標準）：５％   （南知多町）：6.50％ 

・標準給付費（5,065,368,000円）×（0.0650-0.05） 

 

介護給付費準備基金の取崩額 88,849,000 円 

（平成23年度末残高見込102,000,000円） 

 

県財政安定化基金からの交付金 11,151,000 円 

 

 

第１号被保険者負担分相当額の軽減要因の合計額・・・Ｄ 

175,980,000 円 

 

⑤ 保険料の賦課額（平成24年度～平成26年度の合計） 

保険料の賦課額（平成24年度～平成26年度の合計） 

918,550,000 円 

保険料収納必要額 

（Ｃ-Ｄ）=（1,085,345,000 円-175,980,000 円）=909,365,000 円 

909,365,000円÷0.99（予定保険料収納率） 
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⑥ 所得段階別補正後の被保険者数（平成24年度～平成26年度の合計） 

保険料段階８段階に設定した場合 

17,299 人 

 

表 保険料基準額に対する割合の弾力化 

    合計所得

金額 

所得段階別加入者数  基準額に 
対する割合 

    平成 24 年度  平成 25 年度  平成 26 年度  

第 1 段階   42 人 (0.7%) 43 人 (0.7%) 43 人 (0.7%) 0.50  

第 2 段階   1,093 人 (17.9%) 1,116 人 (17.9%) 1,132 人 (17.9%) 0.50  

第 3 段階    682 人 (11.1%) 696 人 (11.1%) 705 人 (11.1%)   

  

公的年金等収
入+合計所得金
額≦120 万円」
見込み数 

  404 人 (6.6%) 412 人 (6.6%) 417 人 (6.6%) 0.62  

  
上記を除く見込
み数   278 人 (4.5%) 284 人 (4.5%) 288 人 (4.5%) 0.75  

第 4 段階    2,369 人 (38.7%) 2,419 人 (38.7%) 2,452 人 (38.7%)   

  

公的年金等収
入+合計所得金
額≦80万円」見
込み数 

  1,480 人 (24.2%) 1,512 人 (24.2%) 1,533 人 (24.2%) 0.87  

  
上記を除く見込
み数   889 人 (14.5%) 907 人 (14.5%) 919 人 (14.5%) 1.00  

第 5 段階    895 人 (14.6%) 914 人 (14.6%) 926 人 (14.6%) 1.12  

第 6 段階 125 万円 512 人 (8.4%) 522 人 (8.4%) 529 人 (8.4%) 1.25  

第 7 段階 200 万円 432 人 (7.1%) 442 人 (7.1%) 447 人 (7.1%) 1.50  

第 8 段階  500 万円 96 人 (1.6%) 98 人 (1.6%) 99 人 (1.6%) 1.75  

計     6,121 人 (100.0%) 6,250 人 (100.0%) 6,333 人 (100.0%)  

所得段階別加入割合

補正後被保険者数 
  5,661 人  5,781 人  5,857 人   

（  ）内は、所得段階別第１号被保険者数の構成比（％） 
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⑦ 保険料の基準額（月額） 

保険料の基準額（月額） 

4,400 円 

保険料の賦課額（平成24年度～平成26年度の合計）（918,550,000円） 

÷保険料段階８段階に設定した場合の所得段階別補正後の被保険者数 

（平成24年度～平成26年度の合計）（17,299人） 

÷12月＝4,424.87・・・≒4,400円 

 

⑧ 第１号被保険者の所得段階別介護保険料 

表 所得段階別保険料年額         単位：円 

所得段階 基準額×調整率 
介護保険料 
（年額） 

対象者の内容 

第１段階 基準額×0.5 26,400 
・老齢福祉年金受給者で本人及び世帯全員

が町民税非課税の人 

・生活保護受給者 

第２段階 基準額×0.5 26,400 
・本人及び世帯全員が町民税非課税で、合

計所得金額＋課税年金収入額が80万円以

下の人 

第３段階 
特例 

基準額×0.62 32,700 
・本人及び世帯全員が町民税非課税で、公

的年金等収入額+合計所得金額が 80 万円

を超え 120 万円以下の人 

第３段階 基準額×0.75 39,600 
・本人及び世帯全員が町民税非課税で、第

２段階及び第３段階特例以外の人 

第４段階 
特例 

基準額×0.87 45,900 
・本人が町民税非課税（世帯内に町民税課

税者がいる場合）の人で、合計所得金額

＋課税年金収入額が 80万円以下の人 

第４段階 基準額 52,800 
・本人が町民税非課税（世帯内に町民税課

税者がいる場合）の人で、第４段階特例

以外の人 

第５段階 基準額×1.12 59,100 
・本人が町民税課税で合計所得が、125 万円

未満の人 

第６段階 基準額×1.25 66,000 
・本人が町民税課税で合計所得が、125 万円

以上 200万円未満の人 

第７段階 基準額×1.50 79,200 
・本人が町民税課税で合計所得が、200 万円

以上 500万円未満の人 

第８段階 基準額×1.75 92,400 
・本人が町民税課税で合計所得が、500 万円

以上の人 

 

 

※ ここで示した保険料基準額は、現時点での算定額であり、今後、保険給付費等の動向に 

 より額を変更する場合があります。 
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資料編（省略） 

 


